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フロン対策格付け～「フロン類の使用と合理化
及び管理の適正化に関する法律」遵守状況
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フロン排出抑制法:管理者の判断基準

修理・点検 → 寿命延⾧
設備更新の先延ばし

2

使用者（管理者）の実施事項
2015年４月からフロンを使用した業務用のエアコンや冷凍・冷蔵機

器を点検することが義務付けられています。

❶ 機器を適切に設置し、適正な使用環境を維持し、確保すること
❷ 機器を点検すること

・全ての機器は簡易点検（３か月に１回以上）が必要
・圧縮機定格出力7.5 ｋＷ以上の機器は専門家による定期点検が必

要
❸ 点検の結果を記録

・いつ、だれがどの機器を点検したか記録し、保存しておく
❹ 算定漏えい量（フロンの漏えい量）の計算を行い、一定量以上は国

へ報告
❺ 機器を廃棄する時は行程管理票が必要
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フロン排出抑制法:罰則
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直接罰:交通反則制度での行政処分と異なり、前科がつく刑事罰です。
企業の経営責任も問われます。

① 点検整備記録簿:機器廃棄後も充塡回収業者がフロン類を引き取ってから
3年間の保存義務

② 建物解体時:解体工事元請業者は事前確認結果説明書を工事発注者に交付、双方が
3年間の保存義務

③ 冷媒を回収せずに機器を廃棄した場合・・・即座に50万円以下の罰金（直接罰）
法第104条第二項

④ 行程管理票の未記載、虚偽記載、保存違反・・・30万円以下の罰金（直接罰）
法第105条第二号～四号

⑤ 廃棄機器を引取業者に引き渡す場合は行程管理票の引取証明書の写しを交付の義務
・・・未交付の場合は30万円以下の罰金（直接罰）
法第105条第五号
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フロン類算定漏えい量の報告
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フロン類算定漏えい量報告制度
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算定漏えい量及び報告数
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算定漏えい量【特定漏えい者】
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JRECOフロン対策格付け～「フロン排出抑制法」遵守状況
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「フロン対策格付け2025」東証プライム1613社の環境関連レポ－トを調査
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A:算定漏えい量、定期・簡易点検状況など適切に記載: 108 社
B:法遵守の記載内容に一部不足がある: 36 社
C:フロン排出抑制法の遵守の記載のみ、算定漏えい量のみ、あるいは

機器点検の励行等の具体施策 についてのみ記載している: 170 社
D:フロンの記載はあるがオゾン層保護（特定フロンの対策）についてであっ

たり、「フロン排出抑制法」を 正確に理解した記載ではない*: 1 社
*建設解体現場、製品からのフロン回収実績のみ など

E:「フロン排出抑制法」記載全くなし、あるいは法の理解度なし: 1281 
社

以上 合計 1596 社 :有効対象社数
※ランク N:報告書未発表・環境情報が未整備等で評価対象外
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JRECOフロン対策格付け～ランク
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JRECOフロン対策格付け～Aランク①
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ａｒｔｉｅｎｃｅアスクル味の素旭化成
伊藤忠商事出光興産いすゞ自動車イオン

エクセディAGCエーザイANAホールディング
ス

大阪瓦斯大倉工業NTNエスペック
カナデビアオムロン小野薬品工業沖縄電力
クレハクボタ極洋カネカ

三洋化成工業コカ・コーラボトラー
ズジャパン神戸製鋼所栗田工業

信越化学工業四国電力J-オイルミルズJFEホールディングス
住友ベークライト住友倉庫住友化学新日本空調
積水樹脂積水化学工業セイコーエプソン住友林業
ソフトバンクセントラル硝子セコム積水ハウス
高島屋大同特殊鋼大成建設ダイキン工業
中部電力中国塗料中外製薬宝ホールディングス
東急東亞合成デンカDIC
東京精密東京瓦斯東京応化工業東京エレクトロン
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JRECOフロン対策格付け～Aランク②
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東ソー東洋水産東邦瓦斯東京電力ホールディン
グス

ニコン南海電気鉄道TOPPAN
ホールディングスTOYO TIRE

日清製粉グループ本
社

日清食品
ホールディングス日産化学日油

NIPPON 
EXPRESS
ホールディングス

日東電工日東工業日清紡ホールディング
ス

日本電気日本曹達日本触媒日本空調サービス

ヒューリック日立製作所東日本旅客鉄道パナソニック
ホールディングス

ブラザー工業富士フイルム富士通ファナック
前澤化成工業ホシザキ古河電気工業プリマハム

ミツバ三越伊勢丹ホール
ディングス三井物産マクセル

明電舎三菱電機三菱地所三菱瓦斯化学
UBE山崎製パンヤクルト本社森永乳業
ワタミリンテック理研ビタミン横浜ゴム
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JRECOフロン対策格付け～Aランク表彰式①
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＜表彰企業38社記念写真:於 機械振興会館＞
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JRECOフロン対策格付け～Aランク表彰式②
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ご来賓
経済産業省 産業保安・安全グループ 化学物質管理課⾧
環境省 地球温暖化対策課 フロン対策室⾧
東京都 環境局 環境改善部 環境保安課⾧
（公社）日本冷凍空調学会 会⾧
（一社）日本冷凍空調設備工業連合会 専務理事
（一社）東京都冷凍空調設備協会 専務理事
日本フルオロカーボン協会 事務局⾧

基調講演:経済産業省 産業保安・安全グループ 化学物質管理課⾧
～フロン政策における最近の動向と今後の展開について

取材新聞社
讀賣新聞社 日刊工業新聞社
空調タイムス社 化学工業日報社
食品化学新聞社 日本食糧新聞社
燃料油脂新聞社 建通新聞社
報道のみの新聞社
朝日新聞デジタル版 産経新聞
他多数
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法遵守によるフロン再生量の増加

点検実施によるフロン漏えい防止

機器廃棄時でも初期充塡量確保

機器廃棄時に100％フロン回収

蒸留精製による再生

だから点検・記録・回収が“資源確保”につながる
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「格付けAランクを目指すには」
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RaMSの概要（システムの全体像）

基本機能（情報処理センター機能）※

点検整備記録簿（ログブック）

行程管理票の起票・交付・保存

再生・破壊証明書の交付・保存

事前確認結果説明書の交付・保存（令和2年4月より）

引取証明書の写しの交付・回付・保存（令和2年4月より）

＜主な機能＞

※ 法で定める機器整備時の充塡回収量登録機能のこと

簡易点検

定期点検

16
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RaMSのデータを有効活用（RaMS-ex）①

RaMS-ex（RaMS Excel export）
RaMS内に蓄積された自社のデータをエクセル・テンプレートとして情報を整理、
管理者が有効活用できるようにするもの

RaMSに登録されたデータは、すべて無料で集計・出力・印刷ができます
（算定漏えい量、充塡・回収量、機器の適正管理に関する各種情報など）

RaMS
法令遵守とエビデンス

出力

RaMS-ex
データを活かす

合計11項目の管理データがシートごとに
分かれたエクセル・データで出力されます

RaMS-ex
無料で出力できる豊富なメニュー
自社はどのくらいの機器や冷媒を所有して
いるのか?などを把握することにより、経費
削減や将来的な機器の更新計画等にも

お役立ていただけます
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JRECOではダミーの会社として「日本ラムズ社」をRaMSに登録しています

ログインID:honsha
パスワード:test00

上記のIDとパスワードを入れてRaMS環境を体感ください

18

RaMSのデータを有効活用（RaMS-ex）②
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①ログインするとこのような画面がでてきます

②RaMS-ex無料ボタンを押すと、エクセルファ
イルのダウンロードとその内容が確認できます

お試し、よろしくお願いします。

19

RaMSのデータを有効活用（RaMS-ex）③
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RaMSのデータを有効活用（RaMS-ex）④

③Excelファイルがダウンロードされます
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RaMSのデータを有効活用（RaMS-ex）⑤

「空調機 簡易点検実施件数273、定期点検実施件数18
冷凍・冷蔵 簡易点検実施件数94、定期点検実施件数16
算定漏えい量7.04t-CO2
フロン排出抑制法を遵守しています」
と環境レポートに書くだけでAランク

RaMSは「冷媒の家計簿」、
「健康診断書」

機器種別 管理機器台数
（ログブック登録数） 簡易点検実施件数 定期点検対象台数 定期点検実施件数

空調
冷凍・冷蔵

合計

176
103
279

129
94

223367 34

273
94

18
16

7.04

算定漏えい量
（t-CO2）
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キガリ改正によるHFC生産削減

2036年以降は
15%の生産量
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HFC生産削減

このままでは冷凍・空調機器が使えなくなる!
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「社会と暮らしを支える冷凍空調機器の冷媒リサイクル推進会議」の立ち上げ
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要望書発信元
（一財）日本冷媒・環境保全機構
（公社）日本冷凍空調学会
（一社）日本冷凍空調工業会
（一社）日本冷凍空調設備工業連合会
日本フルオロカーボン協会
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ご静聴ありがとうございました。

【お問い合わせ先】 TEL:03-5733-5311 メール:contact@jreco.or.jp 
一般財団法人日本冷媒・環境保全機構 企画調査部


